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研究成果の概要（和文）：経済学での議論を踏まえて産業連関表と家計支出統計の接続表を開発し、家計支出統
計の品目ベースでのGHG排出原単位を算出した。この原単位を用いて、うるち米、ハム、衣料用洗剤の3品目につ
いてCFP-PCRに従った一般的なカーボンフットプリント(CF)を算出した。社会調査の結果、3品目のCFの比較値と
しては、一般的なCFの方が日常生活のGHG排出量より好まれることが分かった。ただし、情報過多が好まれない
ことも示唆された。
近年の社会影響への関心を踏まえ、SLCAの実装もおこない、Tシャツの労働問題に対する選好も評価した。う
ち、縫製プロセスでの労働問題を回避するための支払意思額が最大となった。

研究成果の概要（英文）：A connection table between IO tables and household expenditure statistics 
was developed. Lifecycle GHG intensity of each item of household expenditure was calculated. Based 
on these intensities, carbon footprints (CF) of general products of three items, which are rice, 
ham, and clothing detergent, were calculated according to CFP-PCR. From the social survey, general 
products' CF are more preferable than GHG emissions from daily lives as reference of product CF. On 
the other hand, too much information is not preferred,
Implementation of social life cycle assessment (SLCA) and social survey for labor problems of 
T-shirts were also conducted because of increasing concerns about social problems. From the survey, 
willingness to pay for avoiding labor problems at a manufacture process was evaluated to be the 
maximum among various labor problems regarding T-shirts.

研究分野： ライフサイクルアセスメント

キーワード： 家計調査　産業連関表　カーボンフットプリント　消費者行動　エコ消費　エシカル消費　ソーシャル
ライフサイクルアセスメント　コンジョイント分析
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
気候変動に対する意識の高まりなどによ

り、消費者サイドからも CO2排出削減への取
り組みが必要とされるようになってきた。環
境省（2007）の「1 人 1 日 1 kg 削減」運動
は、1 人 1 日の直接排出量が 6 kg であること
に着目し、各方策の削減量を積み上げること
で合計 1 kg 削減することを狙ったものであ
る。 
近年に入り、消費者が購入した製品・サー

ビスの製造段階の CO2 排出量も考慮する環
境家計簿（たとえば「えこ花」（2009））が開
発されるなど、間接排出量も着目されるよう
になった。しかし、消費者は、間接排出も含
めた生活全体での総 CO2 排出量を理解して
いないため、数値（製品・サービスに表示さ
れる CO2排出量）の持つ意味を理解できない
でいる。産業部門別の CO2 排出原単位
（Nansai et al、2003）に基づいて、国内の
CO2 排出量を分析すると、日本では、2000
年時点で直接排出が 1人 1日 6.2 kgであるの
に対し、間接排出は 8.8 kg に達するため
（Ihara et al、2009）、間接排出量は小さく
ない（図 1 参照）。 
 

1人1日あたり
国内CO2排出量
（2000年）

28.2 kg-CO2

ガソリン, 軽油 2.0

都市ガス, LPGほか 1.7

電力 2.3

上下水道 0.2

家計消費支出（間接）
7.3

一般廃棄物 0.0

家計消費支出（直接） 6.2

家計外消費支出（間接） 0.6

家計外消費支出（直接） 0.0
対家計民間非営利団体消費支出 0.1

中央/地方政府個別的消費支出 1.3

輸出
5.1

在庫 -0.0

固定資本形成（民間）
4.2

固定資本形成（公共） 2.3

中央/地方政府集合的消費支出 1.0

家計消費支出合計（現実消費） 15.0  

図 1 1 人 1 日あたりの国内 CO2排出量 

 
間接排出を含めて、CO2を始めとした温室

効果ガス(GHG)を削減するべく、2012 年 7
月よりカーボンフットプリント(CF)制度が
本格実施された。CF は、製品・サービスの
ライフサイクル（製造～使用～廃棄）段階で
排出される GHG の総量であり、製品・サー
ビスに表示させることで、消費者の購買行動
を変化させることが期待されている。しかし、
そのためには、表示される数値を消費者に理
解してもらう必要がある、と指摘されている
（小林、2009）。 

CF の普及を通じて消費者が間接排出を含
めた GHG 排出量を削減するには、製品・サ
ービスに表示された数値を解釈できるよう
に、生活に伴う GHG 排出量や一般的な製
品・サービスの CF を消費者に理解してもら
う必要がある。 
 
２．研究の目的 

2015 年 の Sustainable Development 
Goals (SDGs)の制定を始めとして、近年、環

境面だけではなく社会面に対する意識も高
まりつつあり、社会面の影響を軽減する製
品・サービスを購入しようというエシカル消
費の動きが出てきている。本研究課題は、環
境面の影響を軽減するエコ消費のみを対象
としていたが、同様の手法をエシカル消費に
も拡大できると考えられる。 
以上を踏まえて、本研究の目的は次のよう

に設定した。 
(1) 経済学での既往議論を参照し、整合性の
取れるように、産業連関表の各産業部門と家
計支出統計（家計調査、全国消費実態調査）
の各消費支出品目とをすべて対応させ、接続
表を開発する。開発した接続表を用いて、国
内外の産業部門別 GHG 排出原単位より、消
費支出品目別 GHG 排出原単位を整備する。 
(2) カーボンフットプリント(CF)は、カーボ
ンフットプリント製品種別基準(CFP-PCR)
に則って算定されている。日常生活の中で購
買頻度の高い食料品や日用品から複数の品
目を選定し、(2)の原単位を用いて、当該品目
の一般的な CFP-PCR に則った CF を計算す
る。また、消費者の日常生活からの平均的な
GHG 排出量を計算する。 
(3) 消費者調査を通じて、一般的な CF や日
常生活での GHG 排出量を消費者に理解して
もらうことで、個別製品への CF の表示が、
エコ消費につながるかどうか（購買行動を変
化させるかどうか）、評価する。 
(4) ソーシャルライフサイクルアセスメント
(SLCA)を実装し、製品・サービスに数値を表
示することが、エシカル消費につながるかど
うか、評価する。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 国内外の排出を考慮した消費支出品目別

GHG 排出原単位の整備 
産業連関表の各産業部門と家計支出統計

（家計調査、家計消費状況調査、全国消費実
態調査、全国単身世帯収支実態調査）の各項
目の接続表を開発する。2005 年産業連関表
と 2009 年全国消費実態調査を用いる。 
① 産業連関表の家計消費支出と家計調査・
全国消費実態調査の概念を整理する。両者が
そのまま対応できないことは、経済学におい
て、国民経済計算(SNA)と家計調査とで算出
される貯蓄率が異なることから知られてい
る（産業連関表の家計消費支出は、SNA に
基づく）。既往の経済学における議論（宇南
山、2009；櫻本、2006a；2006b；岩本ほか、
1995；1996）をレビューし、どの部分を対応
させるべきか、整理する。 
② 次に、各家計支出統計（家計調査、家計
消費状況調査、全国消費実態調査、全国単身
世帯収支実態調査）の品目対応をおこなった
後、産業連関表の産業部門と家計支出統計の
消費支出品目を対応させる。産業連関表の産
業部門は日本標準産業分類に基づいており、
日本標準産業分類と家計調査・全国消費実態



調査は、それぞれ項目ごとに豊富な例示があ
る。項目の例示をすべて単語レベルで抽出し、
対応させる。 
③ 全国消費実態調査は 2009 年の数値であ
るため家計調査を用いて 2005 年の数値に変
換した後、対応が妥当であるかどうか、産業
連関表の支出額と全国消費実態調査の支出
額を比較する。 
開発した接続表を用いて、産業部門別国内

外 GHG 排出原単位から、消費支出品目別国
内外 GHG 排出原単位を作成する。作成され
る原単位は、2005 年の数値となる。 
 
(2) 一般的な CF および日常生活の GHG 排

出量の算定 
カーボンフットプリント製品種別基準

(CFP-PCR)が整備されていて、複数の製品に
カーボンフットプリントが表示されている
食料品・日用品から複数の品目を選定する。
選定した品目における、一般的な製品のカー
ボンフットプリント(CF)を計算する。 
また、Nansai et al（2012）の家計支出に

伴う GHG 排出量のデータより、国内の 1 人
1 日あたりのライフサイクル GHG 排出量を
算出する。 
 
(3) CF 表示に伴うエコ消費の促進効果の評

価 
まず、CF の表示で消費者の行動が変化す

るかどうか、環境配慮型行動の 2 種類の規定
因モデル（要因連関モデル（広瀬、1994）お
よび集団防護動機モデル（戸塚・深田、2001））
を用いて、消費者調査を通じて、消費者の規
定因を解明する。 
その上で、(2)で選定した品目を対象に CF

を表示し、さらに比較指標として一般的な製
品の CF や 1 人 1 日あたりのライフサイクル
GHG 排出量を添えた場合に、消費者が行動
を変化させるかどうか、消費者調査を通じた
選択型コンジョイント分析により評価する。 
 
(4) SLCA の実装に伴うエシカル消費の促進

効果の評価 
国連環境計画が提唱する SLCA のガイド

ライン（Benoit、2009）を参考に、SLCA の
評価モデルを構築する。ただし、保護対象が
確立していないため、被害算定型手法での影
響評価は難しい。そこで、問題比較型算定手
法での影響評価を実施することとし、労働
（労働問題の有無、労働者の権利保護（結社
の自由と団体交渉））をとりあげる。 
消費者調査を通じた選択型コンジョイン

ト分析により、ファストファッションブラン
ドの T シャツ 1 枚に対して、労働問題がない
こと（あるいは労働者の権利が保護されてい
ること）に対する支払意思額を評価する。 
さらに、Social Hotspot Database (SHDB)

（Benoit et al、2012）および綿花や T シャ
ツの貿易統計を用いて、日本で販売されてい
る T シャツの社会影響の被害額を評価する。

また、被害構造を分析する。 
 
４．研究成果 
 
(1) 国内外の排出を考慮した消費支出品目別

GHG 排出原単位の整備 
宇南山（2009）と櫻本（2006a；2006b）

で共通に減じられている項目である、SNA の
「持ち家の帰属家賃」と家計調査の「設備修
繕・維持費」は、非対応項目とするのが妥当
であると判断した。その他の項目に関しては
両者が減じている項目をすべて包括した。両
者とも両統計の所得・消費概念の定義の違い
を縮小させることを目的としていて、経済学
に精通している著者らの結論はどちらも事
実に即していると考えられるため、また、調
整後の消費支出の値が近づいたことにある。
その他の項目とは、家計調査では「信仰・祭
祀費」「損害保険料」「寄付金」「贈与金」「仕
送り金」「地代」「学校給食」「給与差額家賃」
「諸会費」「住宅関係負担金」「他の負担費」
「授業料」であり、SNA では「固定資本減耗」
「営業余剰（持家）」「保険契約者に帰属する
財産所得」「資本税」である。 
対応する領域が確定した後、手作業で産業

連関表の項目と、家計支出統計の項目を一対
一、一対多、多対一、あるいは多対多対応さ
せ、接続表を完成させた。 

Nansai et al（2012）による国内外の排出
を考慮した産業部門別 GHG 排出原単位を、
開発した対応表を用いて、家計支出統計の品
目に変換することで、家計支出統計の品目ベ
ースの GHG 排出原単位を作成した。 
 
(2) 一般的な CF および日常生活の GHG 排

出量の算定 
産業環境管理協会（2012）が運営するカー

ボンフットプリントコミュニケーションプ
ログラムで掲載されている CFP-PCR のうち、
2017 年 1 月時点で公開されており、食料品
もしくは日用品であり、複数の企業で利用さ
れている製品種別は、うるち米、ハム・ソー
セージ、および衣料用洗剤であったため、こ
の 3 種類の製品を対象に CF を算定した。
CFP-PCR に従い、整備した GHG 原単位を
用いて算定したところ、5 kg のうるち米は
5.9 kg-CO2、114 g のハムは 663 g-CO2、360 
gの衣料用洗剤は3.32 kg-CO2と算定された。 
 
(3) CF 表示に伴うエコ消費の促進効果の評

価 
2013 年 12 月下旬に、都市部（東京 23 区

および全国の人口 30 万人以上の都市）在住
の 20〜30 代の 500 人（男性学生 100 人、女
性学生 96 人、男性社会人 150 人、女性社会
人 154 人）を対象に、食生活と関連する 4 つ
の環境問題（渇水、温暖化、ごみ問題、水質
汚染）と 28 の環境配慮行動に対する意識と
実践の程度を問うインターネット調査を実
施した。その結果を 2 種類の規定因モデルで



評価したところ、すべての行動において要因
連関モデルの赤池情報量規準（AIC）の方が
小さくなり、モデル適合度が高いことが示さ
れた。次に、要因連関モデルにおいて、各行
動の規定因を分析したところ、ほとんどの行
動で実行可能性が最も大きな規定因を示し
たが、カーボンフットプリントの表示やウォ
ーターフットプリントの表示に関しては社
会規範が最大の規定因となった（図 2参照）。
すなわち、カーボンフットプリントの表示に
よって消費者行動を変化させるには、他の環
境配慮型行動と異なり、消費者に対する教育
ではなく、カーボンフットプリントを見て買
い物ができるくらいまで社会にカーボンフ
ットプリントを普及させて、カーボンフット
プリントを見て買い物することが当たり前、
と消費者に思わせないとならないことが示
された（在間ほか、2014；Ihara et al、2014）。 

ラベル表示
の考慮

その他買い物 廃棄 食べ方 調理・ 保存

 
図 2 各行動における行動意図へのパス係数 

 
次に、2017 年 1 月に、全国の成人 900 人

を対象に、うるち米、ハム、衣料用洗剤に関
してカーボンフットプリントのみを表示し
た場合（A 群）と、基準値（日常生活の GHG
排出量（B 群）もしくは一般の CF（C 群））
も表示した場合で、選好がどのように変化す
るか、インターネット調査を実施した。その
結果、ハムと衣料用洗剤においては CF に対
して正の支払意思額が認められた。米で有意
とならなかったのは、銘柄に対する選好が圧
倒的に大きかったためであると考えられる。
B 群・C 群は A 群より却って CF に対する支
払意思額が小さくなった。情報量が過大にな
ることが嫌われた可能性がある（図 3参照）。
B 群と C 群では、いずれも C 群の方が CF に
対する支払意思額が大きく、基準値としては
一般の CF の方が望ましいことが示唆された。 
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対する支払意思額 

(4) SLCA の実装に伴うエシカル消費の促進
効果の評価 

2017 年 1 月に、全国の成人 900 人を対象
に、インターネット調査を実施した。調査結
果より、いずれの労働問題（綿花栽培プロセ
スでの労働問題の有無、T シャツ縫製プロセ
スでの労働問題の有無、T シャツ縫製プロセ
スでの労働者の権利の保護）に対しても正の
支払意思額が認められた。それぞれの金額は、
T シャツ 1 枚あたり 272 円、405 円、238 円
となり、縫製プロセスでの労働問題の有無が
より重く見られることがわかった。 
日本で販売されているTシャツを分析する

と、縫製プロセスにおける強制労働、団体交
渉の否定、結社の否定が大きな社会影響とし
て認識されていることがわかった。T シャツ
縫製国別では、中国の社会影響が圧倒的に大
きく、次いでベトナムとなった（図 4 参照）
（土屋ほか、2017）。 

その他の国 : 綿花栽培

その他の国 : Tシャツ縫製

イタリア : 綿花栽培
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インド ネシア : 綿花栽培

インド ネシア : Tシャツ縫製

ベト ナム : 綿花栽培

ベト ナム : Tシャツ縫製

中国 : 綿花栽培

中国 : Tシャツ縫製

被
害
回
避
の
た
め
の
支
払
意
思
額

[円
]

バングラデシュ : Tシャツ縫製

 

図 4 T シャツ 1 枚あたりの縫製国ベースでの 
被害回避のための支払意思額 
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